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中九州横断道路の法面対策に係る一考察について 
 
 
 

堤 都志郎 1・伊藤 直哉 2 
 
1~2九州地方整備局佐伯河川国道事務所竹田維持出張所(〒878-0024 大分県竹田市大字玉来字上ノ迫 1162-2) 

 

中九州横断道路（千歳・大野地区）の法面被災原因について、被災メカニズムを分析すると

ともに地質特性等を踏まえた法面対策工について一考察を行うことで、当該地域の道路設計及

び今後の維持管理の基礎資料とする。今回は、中間報告を行うものである。 
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1. はじめに 

中九州横断道路は、大分県大分市を起点として熊本県

熊本市に至る延長１２０ｋｍの地域高規格道路である。

令和２年７月現在、大分県側の犬飼ＩＣ～竹田ＩＣ間、

約２５．３ｋｍが供用しており、当出張所において維持

管理を行っている。  

本論では、平成３０年１０月、豊後大野市大野町後田

で発生した法面崩壊について被災メカニズムの分析を行

うとともに、中九州横断道路のほぼ全域に分布している

阿蘇火山灰質土の法面対策について考察を行った。 

 

図－１ 中九州横断道路と火山灰土の分布 1) 

 

 

2. 当該地域の地質分布 と被災箇所の特性 
 
当該地区は、阿蘇山の大規模な噴火による火砕流堆積

物や火山灰等により広く覆われた地域であり、写真－１
2)のように地質が複数の層に分かれている。それを模式

的に示したのが図－２2)である。この模式図の上位から

２層目が当該地区で「豆っこ」と呼称されている軽石層

であり、それより上位層を上位ローム、下位層を下位ロ

ームとし、さらにその下位に阿蘇４火砕流堆積物が粘性

化した灰土が分布している。これらの４層が火山灰質粘

性土に分類される。 

 
図－２ 地層模式図 2) 

 

これらの物理特性及び締固め特性の一部を表－１2)に

示す。液性指数 ILを見てもほとんどが１．０に近く液状

化しやすい非常に不安定な状態であることが分かる。 

 

表－１ 火山灰質粘性土の物理特性及び締固め特性 2) 

 
 

 

3. 被災概要と被災メカニズムの分析 
 
(1) 被災概要 

被災箇所は国道５７号（中九州横断道路）の１２ｋ６

００下り線側の切土法面であり、大野東ＩＣと大野ＩＣ

の間に位置する。（図－３） 

被災箇所 写真－１ 当地区に分布する火山灰質土 2) 
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図－３ 位置図 

 

被災概要は、表－２、図－４、写真－２のとおりであ

り、平成３０年１０月の台風２５号襲来及び令和元年６

月の梅雨期における豪雨により、それぞれ、推定約２０

ｍ３の法面崩壊が起こり、一時通行止めを余儀なくされ

た。 

 

 

 

 

写真－２ 被災写真（当初） 

 

(2) 被災メカニズムの分析 

一般的な法面崩壊の原因と被災箇所の状況を整理する

と、表－３のとおりである。本被災については、当初、

「地下水位の上昇」を被災原因と考え仮復旧を施したが、

再度の被災が生じた。 

 

 

 

そこで、孔内水位計測やボーリング調査等を行い、被

災メカニズムを検討することにした。 

検討の結果は、図－５3)に示すとおりであり、①孔内

水位計測の結果、地下水位が認められず降雨による変動

が確認されない②透水係数の高い、軽石層（豆っこ）が

確認された③ローム層に空洞が確認された（写真－３）

等の理由から、『被災メカニズムとしては、地表面から

雨水が浸透し、軽石層（豆っこ）に経年的に蓄積、下の

ローム層の空洞を通水しパイピングが発生したことによ

る法面崩壊と推定され、軽石層（豆っこ）を有する火山

灰質粘性土のような特殊な地質特性が被災の要因と考え

られた。』 

 

 
 

 

写真－３ 切土中に確認された空洞 

当初 2回目
日　　　時 H30.10.5 R1.6.30
被災規模 （推定）V=約20m3 （推定）V=約20m3

外的要因
台風25号
時間雨量23mm
総降雨量102mm

梅雨前線
時間雨量39mm
総降雨量92mm

表－２　中九州横断道路　12k600（下り）切土法面被災概要

一般的な法面崩壊
の原因

被災箇所の状況
被災原因の想定

（当初）

側溝機能の低下
側溝機能は確保さ
れていた

×

背後地からの流水
背後地はなだらか
な下り勾配

×

地下水位の上昇
地下水位は未計測
であり、経験則とし
て可能性ありと判断

○

表－３　一般的な法面崩壊の原因と被災箇所の状況

国道５７号線（中九州横断道路） 

大野 IC 

大野東 IC 

被災箇所 

←至熊本 

至大分→ 

地下水位は認められない 

図－５ 被災メカニズム概略図 3) 

図－４ 被災概要図 
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4. 被災箇所の法面対策の検討 
 

被災メカニズムを検証した結果、被災法面につい

ては、崩壊面の排土（崩壊面勾配より緩い１：１．

５の勾配で切り直し）を行った上で、法面保護とし

てプレキャスト法枠工（栗石詰）、湧水対策として

排水パイプ設置により本復旧を行った。（図－６） 
 

 
図－６ 本復旧概要図 

 
 
5. 被災箇所前後区間の法面の状況と過去の被

災履歴 
 
(1) 被災箇所前後区間の法面の状況 

今回被災した前後の法面についてもガリー浸食

（写真－４）や湧水跡（写真－５）が確認された。 
 

 

 
写真－４ 周辺法面のガリー浸食 

 

 
写真－５ 周辺法面の湧水跡 

 
 
 
 

(2) 過去の被災履歴 

 中九州横断道路における主な過去の切土法面の被

災履歴を表－４に示す。今回を含め、６度の法面崩

壊が発生しており、比較的被災箇所が近距離に集中

していることがわかる。また、被災内容は、火山灰

質粘性土及び軽石層（豆っこ）からの湧水による被

災であることが想定される。切土法面の勾配は、概

ね１：１．０～１．２であった。 
 

 
 
 なお、現行の中九州横断道路の切土勾配は、土木

工事設計要領（九地整）に準じて表－５に示すとお

り設定している。 

番
号

発生
気
象

内容 勾配 法面対策

1 7k720 左 H29.4.11
大
雨

地下水位上昇に
伴う断層破砕帯
部の表層崩落

1:0.8
～
1.10

張りブロックおよ
び排水パイプ本
復旧済

2 11k500左 H23.6.12
大
雨

土砂や枯れ葉の
堆積により小段排
水側溝から排水
がオーバーフロー
および側溝ジョイ
ント部からの漏水
による表層崩落

1:1.0
竹柵工（松杭）に
よる土留めにて
本復旧済

3 11k700左 H29.9.18

台
風
1
8
号

法面内部（地層
境界【火山灰質
砂質土・軽石質
粘性土】付近）か
らの湧水による表
層崩落

1:1.0
R1_長繊維補強
土にて本復旧済

4 12k550左 H23.11.22 －

法面内部からの
湧水（火山灰を
含んだ白濁水の
流出）による小段
側溝付近の空洞
化及びガリ状浸
食

1:1.2
有孔管埋設およ
び植生土のう設
置にて本復旧済

　
　
　
　
5

（
今
回

）

12k600左
H30.10.05
R01.06.30

大
雨

法面内部からの
湧水（軽石層で
蓄積された雨水
がローム層の空
洞を通水しパイピ
ングを発生させ
た）による表層崩
落

1:1.2

R1_プレキャスト
法枠（栗石詰め）
および水抜きパ
イプにて本復旧
済
R2_12k440～
12k720左の対策
工事施工中

6 12k750左 H24.6.26
大
雨

火山灰質粘性土
が水を含んで飽
和状態になり表
層崩落

1:1.0
ふとんかご及び
排水パイプにて
本復旧済

距離

表－４　中九州横断道路の被災履歴（切土法面）
標準断面図 

割栗石 

2000 100 

打込排水管φ50(1 本／2m2) 

ﾌﾟﾚｷｬｽﾄ法枠 
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6. 被災箇所前後区間の法面対策の検討 
 

今回の法面崩壊の原因が本地域特有の特殊な地質

に関係することから、過去の被災履歴（被災内容や

対応等）や当該地域の地形地質特性を踏まえ、今後、

有益と考えられる法面対策の検討を行った。 

 

 
写真－６ 被災法面の復旧状況と前後区間の法面状況

（左側） 

 
上述のとおり、火山灰質粘性土は非常に不安定な

物理的特性があり、大雨による浸食、湧水、法面崩

壊が至るところで発生しているのが現状である。 
また、「道路土工－のり面工・斜面安定工指針」

では、地質構造的に不安定要因をもつ斜面において

崩壊が予想される場合は大規模な排土や十分な地下

排水工等を行う必要性が明記されており、浸食に弱

い火山灰質粘性土の排水等に関し、配慮すべき事項

やのり面勾配（１．０～１．５）・のり面保護工の

記載がある。4) 
よって、過去の被災履歴や当該地域の地形地質特

性、上記指針より、以下のとおり設計を行う。 
 

◆被災箇所前後区間の法面対策等に関する設計方針 
 
①火山灰質粘性土の特性を鑑み、切土法面勾配を現

行１：１．２から１：１．５へ変更する。 
②湧水対策として、現地の状況に応じて地下排水工

や法面保護工を検討する。 
 
 
なお、上記の設計方針については経済性や有効性

の観点から法面対策等を十分に検討する必要がある

が、今回に限らず当該地域の法面対策としての提案

であることを申し添えたい。 
 
 
7. 今後の課題 
 
(1) モニタリングの継続 

被災箇所については排水パイプの排水状況を確認

するとともに、同様の被災が想定される法面につい

ては法面の変状や湧水状況等の継続的な点検を行う。 
 

(2) 異常箇所・要点検箇所の見える化 

今回の法面崩壊の反省として、被災した時点で早

期な法面対策が講じられていなかったことが上げら

れる。    
また、法面点検の精度向上を図ると共に被災要因

の早期把握という観点から、異常箇所や要点検箇所

を見える化（道路施設基本データ、道路防災点検業

務、過去の災害履歴、施工当時の写真、過去のボー

リング調査結果等の情報を一元化したシステムの構

築）していくことが望ましいと考えられる。 
 
 引き続き当該地域における法面対策を検討する

とともに、道路管理で得た知見を事業の上流側にフ

ィードバックすることで、より効率・効果的で安全

安心な道路事業のマネジメントに努めて参りたい。 
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